
別紙１ 

政策提言フォーマット 

 

１ 団体概要 

 

      団体名                            所在地 

                                                                                 

 特定非営利活動法人 

循環型社会推進センター 

東京都港区港南三丁目５－２４ 

第二港南廣瀬ビル５階 

 

   代 表                                                                     

 理事長 石井 善明  

 

   担 当              連絡先  tel                              

 事務局長 木村 均 ０３－３４５０－５３０９ 

       

                                            fax                              

 ０３－３４５０－５３０９ 

                                                     

                        e-mail                           

 general@ssp.or.jp 

 

 団体の活動プロフィール                                                          

   循環型社会推進センターは、当初任意団体として環境に携わる企業     

９社で結成されたフォーラムを設立母体としている。フォーラムは 

1997年から持続型社会に関わるテーマ抽出を行い具体的な提言を行 

ってきた。一例として 

・愛知万博への環境関連の仕組み・施設への考え方に対する提案 

・ カザフスタンの環境調査活動 

があげられる。 

2000年9月にこの活動を基盤に個人や法人の参加を得てＮＰＯ法人 

循環型社会推進センターを設立。９月以降の活動としては、 

・International Workshop on Resource Mobilization for Social 

Development 国連経済社会局･韓国開発研究院(Korean Develop 

Institute)共催－にＮＰＯとして招待参加(2000/10)  

・国連経済社会局とのミーティング（2000/11） 

－社会･環境面で課題が残された地域の改善案等について－ 

・当センターの広報を兼ねて環境啓蒙のためホームページを開設

(2001/2) 

 

 



別紙２－２ 

政策提言フォーマット 

２ 政策提言概要 

    （政策提言のエッセンスを下記フォーマットに基づいて紹介して下さい。） 

                                                                                 

（１）テーマ     

          有望な再生可能資源・バイオマスのエネルギー活用促進 

（２）政策対象分野    

         地球環境保全政策【木質系資源や畜糞尿など広く存在するバイオマス

         のエネルギー化による温暖化効果ガスの削減及び再生可能資源の利用

         促進】 

（３）政策手段       

         法令の整備（対象が多岐に渡るため省庁横断組織検討要） 

         補助金の交付（バイオマスエネルギー活用のインセンティブ） 

（４）提言概要                                   

  温暖化効果ガスを削減するために再生可能エネルギーをより積極的に活用する必要が

  あるが、太陽光発電や風力発電等の自然エネルギーは量的に不安定電源である。 

他方木質系資源（間伐材など）や家畜の糞尿などのバイオマスは、再生可能エネル 

  ギー源であり、安定的なエネルギーが回収できる。木質系資源（間伐材など）は 

  ボイラ、炭化装置などにより、また食品残渣や家畜糞尿はメタン発酵等の方法による

  エネルギー回収が想定される。しかしバイオマスは原材料の収集及びエネルギー化 

  システムに費用がかかるので、政策的にバイオマスエネルギーの導入を促進する 

  手段が必要である。 

  【提言】 

   ・バイオマスエネルギー活用の促進に関する法令の整備を行い、バイオマスエネル

    ギー活用の基本方針を明示する（省庁横断組織による検討要） 

   ・運用面を含む補助金等の助成措置 

    バイオマスエネルギー発生施設に対する補助金の創設。 

    バイオマスエネルギー（電気）を一般の売電よりも高く購入する制度の創設。 

    （バイオマスエネルギーを使うことで炭酸ガス発生量を抑制したことに対する 

    対価相当分） 

・助成措置の原資は現在検討が進められている環境税を充当する。これによって 

    CO2―3600万トン削減が可能となりまた森林資源活用などの視点から雇用創出、 

    環境向上が図られる。 

（５）政策の推進に当たっての検討事項 

課題としては、システム、規模、事業者に対する助成対象の枠組み作りと温暖化効果ガス

の削減量の定量的な把握（LCA的手法）が挙げられる。 

メリットとしては、森林の活用が促進されることで、新たな雇用を生む／ 

家畜糞尿の適正処理（エネルギー化）に道が開けることで、畜産業の活性化に繋がる。

 


